ベンチャー育成プログラムにおけるアドバイザリー契約書

国立研究開発法人国立がん研究センター（以下、「甲」という。）と○○（以下、「乙」という。）とは、甲が提供するベンチャー育成プログラム（以下、「本プログラム」という。）において、乙が実施する○○○○（以下、「本テーマ」という。）の開発及び事業化に関するアドバイザリー業務（指導・助言）を甲に依頼するにあたり、次のとおり契約を締結する。

第１条（目的）

乙は第２条に定めるアドバイザリー業務（以下、「本業務」という。）を甲に委託し、甲はこれを受託する。
第２条（本業務）

１．本プログラムにおいて甲が乙に提供する本業務の範囲は、以下の通りとする。

1 がん治療に関する医療現場の要望についての指導・助言
2 乙が実施する本テーマの研究開発の方針についての指導・助言
3 乙が本テーマに関連して開発する医薬品又は医療機器に対する指導・助言
4 本テーマに関連した乙の社員に対する教育
5 その他、甲が必要とする事項への指導・助言

２．甲は本業務を、自己の組織の内、臨床研究支援部門、その他関連組織に実施させるものとする。
３．本プログラムと本業務の実施期間は、締結日から２０２２年３月３１日までとする。

第３条（対価）

１．本契約期間中、乙が支払うべき本業務の対価は発生しない。
２．前項の規定にかかわらず、消耗品費や賃借料などの経費が発生することが予測され甲が乙の事前の書面による承諾を得た場合の経費については、乙が負担するものとし、その支払い方法については発生の都度甲乙協議のうえ定めるものとする。
第４条（研究員）

１．乙は、自己所属の研究担当者又は研究協力者（以下あわせて「本研究員」という。）を、本プログラムに参加させるものとする。但し、乙は、事前に甲から書面による承諾を得ることにより、自らの本研究員の交代、増員又は減員を行うことができる。
２．乙は、甲の同意を得て、自らに属する本研究員を甲の施設に派遣することができる。
第５条（施設・設備の提供等）

１．乙は、本テーマの研究開発の実施のために必要な施設及び装置を、予め甲の同意を得た上で使用することができる。

２．乙に属する本研究員が、本テーマの研究開発の実施に関し、甲が管理する施設・設備等を使用するときは、甲の指示及び諸規程に従わなければならない。
第６条（成果の利用）

乙は、本業務の遂行により甲から得た、ノウハウ、アイデア、著作物及び情報等を、本テーマに係る乙の事業の実施の目的の範囲内において自由に利用できる。

第７条（進捗の報告） 

１．乙は、本プログラムの実施期間中、少なくとも1ヶ月に1回、本テーマの研究開発及び事業化の進捗報告を甲に対し実施する。

２．乙がプログラム期間中に資金調達活動を行う場合、本プログラムの実施に協力又は協賛する企業が興味を持つ場合には、当該企業に検討の機会を提供する。
第８条（秘密保持）

１．甲は、本契約の履行に伴い知り得た乙の情報（以下、「本情報」という。）につき、厳に秘密を保持し、乙の書面による事前の承諾なしに第三者にこれを開示もしくは漏洩してはならない。但し、次の各号の一に該当するものについては、この限りでない。

1 乙から開示を受けた又は知得した時点ですでに公知であったもの。

2 乙から開示を受けた又は知得した時点ですでに自ら所有していたもの。

3 乙から開示を受けた又は知得した後に、甲の責によらないで公知となったもの。
4 乙から開示を受けた又は知得した後に、正当な権限を有する第三者から秘密保持義務を負うことなく正当に入手したもの。

２．甲は、本情報を第1条に定める目的のみに使用し、事前に乙の承諾を得ない限り、その他いかなる目的にも使用してはならない。
第９条（情報の公開） 

甲及び乙は、本プログラムの透明性を確保するために、プロジェクト名、機関名、本契約者、及び実施期間について、公開できるものとする。
第１０条（解除）

甲又は乙は、次の各号の一に該当する場合は、相手方に書面で通知することにより、本契約をいつでも解除することができる。

1 甲又は乙が本契約に違反することにより、本プログラムの適切な実施に支障を及ぼしたと相手方が判断したとき。

2 正当な理由により、本プログラムの継続が困難であると甲又は乙が判断したとき。
第１１条（反社会的勢力の排除）

甲及び乙は、自ら又は自らの役職員及び従業員が暴力団、暴力団員、暴力団関係者その他の反社会的勢力でないこと及びこれら反社会的勢力と関係を持たないことを表明し、相手方がこれに違反したときは、催告その他の手続きを要せずに本契約を解除又は解約できるものとする。

第１２条（有効期間）

本契約の有効期間は、解除されなければ本契約締結の日から第２条３項に定める実施期間の終了日までとする。
第１３条（存続条項）

甲及び乙は、本契約が終了した後においても、第８条（秘密保持）の規定については10年間、第６条（成果の利用）の規定については期限の定めなくなお有効に存続する。

第１４条（協議事項）

本契約に定めのない事項及び本契約の条項に関する疑義については、甲乙は誠意をもって協議の上、これを解決する。

本契約締結の証として本書２通を作成し、記名押印又は署名の上、甲乙各1通を保有する。
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